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ボランティアの組織Ⅱ
――組織論による補強――

田 尾 雅 夫＊

Ⅰ 問題の所在

この組織をどのような組織として捉えるのか，理論的な枠組みを与えなければならない。この組
織の組織論である１)。

前稿で論じたように，この組織を，政府と企業の間の，いわゆる第三セクターの範疇に入れ，そ
の枠組みで論じることには大方の合意を得ている。政府の失敗，企業（あるいは市場）の失敗，そ
れを第三セクターが引き継いで，その失敗を補填する組織としてこの組織も存在する（Weisbrod,
1977）。

本稿でも，その論点を引き継ぐことになる。そのためには，さらにいっそう量的にも質的にも効
果的な組織にしなければならない。経営管理の洗練が期待される。他方では，後述するが，それが
基本的に困難という第三セクター批判も少なからずある。

本稿では，この組織の成り立ちを捉えるために，以下の3つの論点の比較検討を行いながら，組
織論の可能性を考える。

一つは，前稿を引き継いでコスト重視の論点である。政府の失敗と企業の失敗で生じるコストを
この組織に転嫁することを狙った第三セクター論は，この組織をコストの視点から重視している。
経済重視，そして管理技術を駆使すれば，コストの軽減を可能にできるという立場である。戦略論
を前面に仕立てて論理を展開する。

しかし，これだけで，この組織の理論的枠組みは十分ではない。以下，互いに相反的でもある2
つの論点を加える。

2つ目は，コスト低減の技法の工夫だけでは一面的に過ぎ，広い意味で外部環境の厳しい制約を
考える，制度論の考え方である。その学説の，この組織への適用を試みる。資源依存説や淘汰説

（ポピュレーション・エコロジー）などにも依拠して論じたい。なお，前者には，まだ経営管理に
よる存続の期待があるが，後者は，それによるだけでは淘汰は避けがたく，その期待は望外に置く
べきとしている。環境重視の論説は，制度論を挟んで左の資源依存説，右の淘汰説という位置づけ
になる。右になるほど，この組織は環境の制約から逃れることは難しい，または戦略的に難しいと
される。

この論説は，この組織はなぜここにあるのか。その組織の存在理由を問う視点である。この組織
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がその環境に受け入れられなければ，早晩消滅することもあり得る，逆にいえば，そこにあって当
然という正当性を重視する立場である。端的には，環境に対しては受動的，しかし，戦略的に積極
的に関与できることもあり，環境にどのように向き合うかで立論はさまざまとなる。

3つ目は，環境重視では制度論と重なり合うが，環境に対して働きかけようとする，むしろ能動
的な運動論，または社会運動論による立場である。環境には戦略的というよりも，当面をどうする
か戦術的な対応も欠かせなくなる。

この組織がデモクラシーと表裏一体であることはすでに述べた。信念による集合体である。であ
れば，この社会に問題があれば，それを変革したいと考え行動を起こしても当然である。そのよう
な行動を，運動論の枠組みで論じることのほうが得られる知見は多い。

なお，能動的とは，この社会に働きかけて，逆に変更しようとする。アドボカシーや社会変革を
重視する立場である。市民参加などで議論されてきたことと重なり合う。市民団体はボランティア
による組織である。市民運動は，この組織によって果実を得ている。

以上の論点を，概略的に対比していえば，コスト重視の立場は，第三セクター論と重なるが，中
間的な位置づけになる。互いの相違を際立たせれば，変更の難しい環境にどのように向き合うか，
そこにあることの意味が問われる環境重視の立場（制度論）。管理技術を駆使してそれの変更を試
み，成果を得ようとするコスト重視の立場（戦略論）。さらに成果よりも，それを支えている価値
を変更しようと試みるポリティクス重視の立場（運動論）の3つである。

ボランティアの組織は，以上の3つのそれぞれを，その価値（目的，場合によってはミッション
と言い換えてもよいが）に応じて有している。例えば，地方自治体の外郭団体の一部を，もしボラ
ンティアの組織と見做すとすれば，典型的なコスト重視の団体である。また，反対運動を繰り広げ
る市民団体は，典型的にポリティクスを重視している。コストなど論外であるかもしれない。

この組織は，コスト，制度，社会運動のそれぞれを，価値の実現に向けて応分に備えているはず
である。

Ⅱ コスト

再度いえば，この組織は第三セクターの重要な一部であるとされる。そして，それは経済重視の
論点でもある。効率や生産性，節約など，いわゆる経済的な成果が重視される。市場の失敗による
損失，または企業では及ばない，不足するところを，この組織を含めた第三セクターに引き受けさ
せる。この組織は，応分に引き受けて，できるだけコストを少なく成果を産出する。市場という
フィールドでの経済的に自立した実体である（Salamon & Anheier, 1992a; 1992b）。

市場は競争を前提に成り立つが，コストを重視すれば，成果を得られるところに資源を集中させ
るが，他のところでは何もしないという偏在が生じる。個々の企業であれば，それぞれが生き残り
をかけてモノやサービスを提供しているのであれば，存続のためにコストを少なくするのは当然で
ある。個々の企業にとって余分なコスト負担になるようなことには関心を向けようとはしない。企
業は余分なコストを少なくする，できれば一切なくしたいとされる。

そのコストを転嫁するところが，いわゆる第三セクターで，この組織でいえば，少ないコストで
組織を立ち上げることができる。有給スタッフも不要か数人で済ませられる，何よりも重要なこと
は無給というべきボランティアを作業現場に投入できる。場合によっては二桁，三桁，さらに四桁
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の動員を図ることもできる。また，スマホがあれば，机も椅子も，事務所もいらない。電話番も要
らない。人的資源としてのボランティアは，この伝では安上り労働力である。コストが少なくて当
然である。

もう一方，政府の失敗であるが，対比的に政府はコストへの関心が乏しい。いわば大盤振る舞い
に，だれもがそのサービスを求めて殺到する。たとえ殺到してもその人たちへの公平や公正が欠か
せない。コストが過剰になっても，するべきことがいくらでもある。逆に，コストへの配慮は施策
を制約する。さらに言えば，その施策は，ポリティクスによって決められる。絞り込もうとすれ
ば，ある施策には過剰の資源が投入され，他には過小の，あるいはまったくないこともある。絞り
込むまでがポリティクスで，語弊はあるが，後は野となれ山となれ，コストの評価は甘い。

甘さへの指弾を避けるために，そのコストをこの組織に転嫁する。政府は，本来の公平や公正な
ど行政コアに関わるところに施策を限定して，それ以外の余分なコストを，この組織も含めた第三
セクターに負担させることになる。コストの過剰を引き受けさせるのである。後述の新公共経営
で，この組織が重視されるのは，この論理である。

以上の2つを合わせれば，市場も政府も余分なコストを引き受けたくない。この組織はその中間
にあって，第三セクターの有力な一部をなして，全体社会的に負荷されたコストの引き受け手にな
る。引き受けて，そのコストの低減に貢献する。前稿で述べた非営利への期待は，そのことと重な
り合っている。

経済的な視点にはもう一つある。この組織の評価について，可視的でないことが多い。それを代
替的な経済的な指標に変換して評価することになる。ボランティアを何人集めることができたか，
そのためにどの程度コストがかかったかは，計算可能な指標である。他に適切な指標がなければ，
もっとも確実な指標である（Manetti et al., 2015）。この組織では，その成果も代替的に，疑似的
な，あるいは近似的なコストに換算できる。曖昧にもできる。ということは，企業ほどコスト低減
について真剣に向き合わなくてよいので，経営管理の真摯な適用を後退させ，逆に仕組みを脆くし
てしまうようなこともなくはない。

コストの一方的な重視は，この組織を使い勝手のよい組織にしてしまうだけである。

なお，第三セクターについては批判も多い。Hall（1992）によれば，そのセクターは本来便宜的
で，制度的には意味を有しない（an artificial construct, not an institutional reality）。一括される
と，むしろ，雑多な残余を集めたのでセクターの中の相違のほうが大きい。Salamon & Sokolowski

（2016）も，領域の確定した概念ではなく，すでにあるというよりも，事例を重ねることで第三セ
クターの概念を明らかになる。さらには，学術用語として使用できるのか，概念そのものへの疑義
もある（Saidel, 1989）。

しかし，このセクターはすでに相当程度，経済的に大きな影響を及ぼしている。その一角にこの
組織があることは疑いようがない。非営利を重視した論説は，これと重なり合う。しかし，その非
営利によって，自らのために資源を得ることが制限されている。それでも自らを支えなければなら
ない（Knutsen, 2012: a self-sustaining mechanism）とすれば，自らのコストの最小化も図らなけ
ればならない。自らによる資源の獲得を制限されることに合わせて，必要経費のコストさえも最小
化しなければならない。

その最小化のために，ボランティアという人的資源が，無償か，それに近い対価で活動すれば，
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自らのコストを低減できる。しかし，第三セクターそのものが残余セクターとされるように，政府
と企業が残したもの，残さざるを得なかったもの，要は，残余の外部環境のコストを引き受けるこ
とになる。一方でコストカットしても，他方からのコストが溢れんばかりに流れ込んでくる。

この社会が第三セクターの叢生を促したが，そのセクターが，とくにこの組織が，経済的に望ま
しい効果を得ているとは言い難い。

Seibel（1996）によれば，企業でも政府でも，面倒なことを，この組織に押し付けて，企業より
も政府よりもいくらかましであろう，効くであろうと繰り返し説得されれば，効いたような気分に
なるというのである。プラシーボ（偽薬）効果である。

たとえば，就業率が向上したといっても，顕著に状況を改善するには至っていない。安上り労働
力として雇用，場合によっては動員されてしまえば，むしろ雇用システムを破壊することにもな
る。もし彼らに相応の対価を払えば，それでボランティアが多くなれば，例外なく，その組織は壊
れる，倒産する。この組織はコストに関わる組織だけとすると，単純にコストを少なくすることだ
けの素朴な組織になってしまう。

なお，Witesman（2016）によれば，この組織の成り立ちを説明するための議論には限界がある。
この組織にも独自の失敗があるとされる（Malatesta & Smith, 2014）。ボランティアの失敗（Sala-
mon, 1987a, 1987b）ともいわれる。とすれば，政府の失敗，市場の失敗によって，この組織が成
り立つという単純な論理は見直したほうがよい。Salamon & Anheier（1992a, 1992b）でさえも，
経済性重視の一元的な説明の限界を指摘している。第三セクターの中にあるというよりも，この組
織は，その社会の枠組みに支えられ，そこにあるというのである。後段の制度論との違いはない。

市民セクターとの呼称もあるが，この組織群とほぼ重なっている。しかし，市民という用語は，
政府と市場への不信を下敷きにしている。市民セクターを第三セクターには置換できないという強
い主張がある（Morris, 2000）。市民がそのコストを引き受けないこともあり得る。コストを引き
受けないからこそ市民という極論もあり得る。

追加的に，この組織の多くは長命とはいえない（Oster, 1995）。本来的に脆さを与件としてい
る。長期的に存続を果たしているようであれば，普通の組織になっている。ボランティアの組織で
はない。すでに論じたように，コストを重視すれば企業のようになる。企業そのものになることも
ある。企業になる以外に持続を達成するためには，短期的なコスト重視よりも，それ以外の何かに
よる説明の方が説得的である場合が少なくない。

端的な例としては，国際赤十字社で，成り立ちは，クリミヤ戦争時の，今でいえばボランティア
の集団であったが，今に至れば，普通の病院とほとんど相違はない。生き残りのために経済的合理
性を重視したかどうか，その存続は，むしろそれ以外の理由の方が大きい。その活動が必要であっ
たからである。

要は，この組織はコストを少なくできる。しかし，それを一方的に重視しすぎると，むしろ存続
の可能性が低下する。後述の淘汰説に従えば，生存率が低下する。この組織が泡のように立ち昇り
やがて消える（泡という表現が妥当かどうかは議論の余地がある，田尾，1999, p. 62）のは，コス
ト重視の視点に拠るからである。さらにいえば，当座の帳尻合わせに関心を向けすぎるからであ
る。
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なお，Abzug（1999）によれば，インフォーマル・セクターとノン・プロフィット（非営利）・
セクターはともに第三セクターに区分され，しかも重複しているところも多くある。しかし，概念
として，そして，領域として区別されるものである。ノンプロフィットは適法とされるが，イン
フォーマルとは，この場合，不法（known as the black or underground），または法外とされる。

Ⅲ 公私比較論による位置づけ

この組織をどのような組織であるかを理解するためには，政府と企業の間に，この組織を位置づ
け，それらと対比させるのである。公私組織の比較については，すでに議論が多くある（Boze-
man & Kingsley, 1998; Boyne, 2002; Wright & Davis, 2003; Lee & Witkins, 2011; Chen, 2012 など）２)。
上記の第三セクター論はそれと密接に絡まっている。セクター間の対比は，この組織の特異性を捉
えるための予備作業である。

ただし，比較の視点によって，それの違いを際立たせることについては異論も少なくない。単純
な二分法の限界が指摘され（Light, 2002；Borzag ＆ Tortia, 2006; Chen, 2014 など），その連続性を
強調することもある（Lee, 2016）。しかし，第三セクターを残余とすれば，端的なところだけの比
較はできなくはない。

そのことを前提に，政府と対比させれば，この組織は，政府と同じように。市場の外にあって，
公共か，準公共のサービスを提供している。しかし，強制させる権力を有しないことによって政府
ではない（Chen, 2014）。また政府であれば，選挙によって経営責任者は選ばれるが，この組織に
はそれがない（Mirvis & Hackett, 1983）。それと裏腹であるが，政府は，選挙で表明されたマジョ
リティに従う。そして，マイノリティの意見は反映されないことがある。この組織では，独自の価
値を有することができる。マイノリティを独自のサービスの受け手にできる（Buchanan & Tul-
lock, 1962），そして，その意向を優先してもよい（Lipsky & Smith, 1989）。一部の，限られた受け
手への責任を果たせばよいことになる。受け手を選ぶこともできる。いわゆるクラブ財である。し
かし，これには反論もある（Dekker & van den Brocker, 1998）。

しかし，逆にこの組織は公共サービスを提供していることに注目すれば，政府と重なり合うとこ
ろが多くある。実際，ネットワーク状に政府を支えているので，一体として捉えれば，政府そのも
のの一部として，この組織が有力な一翼を担うことになる。政府と重なり合うところが多くなる
と，疑似政府と見做すこともできるようになる３)。

次に，企業と対比させれば，企業では，特定の受け手の意向を重視する。いわゆる顧客である。

2) 公私比較，政府と企業を比較した研究は多くある。田尾（1990）にも，自治体と企業の比較研究がある。その
類似と相違について，80 年代後半までの文献は，その書に詳しい。本書の引用文献リストから省いた。なお，
この組織の政府や企業との比較が本格化するのは，90 年代後半以降である。

3) この疑似政府については，すでにさまざまの構想がある。たとえば，第三の政府（Third-party Govern-
ment），影の国家（The Shadow State），代理国家（Government by Proxy），空洞国家（The Hollow State），
ネットワーク・ガバナンス（Network Governance），新しいガバナンス（New Governance）などである。オー
ルターナティブな国家論であり，この組織への期待の大きいことが共通している。ただし，Dekker & van den
Broek（1998）によれば，これらの組織は，国家の中の下位単位を出るものではない。本格的な国家論に替わる
ことができるかどうかは疑問とされる。
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その人たちをできる限り多くする。その人たちに私的財を提供している。それが入手しやすいため
には，いわばよい品をよりやすく提供できるような仕掛けを工夫する。コスト重視は当然である。
コストを軽視しすぎれば，倒産は必至である。しかし，コストを重視し過ぎると，その逆に，よろ
しくない品をよりやすく提供するかもしれないという疑心暗鬼を，受け手が抱かせることになりか
ねない。必至とはいえないが倒産の可能性は大きい。

この組織のコストの低減は，その外から信頼（trust）されることによる（Chua et al., 2008）。こ
の組織は企業とは違い，公共への関与を強調しなければならない。であれば，よい品を提供してい
るであろうという信頼の組織でなければならない。企業の，いわば強欲さと対比されるのである。
さらに内からも，資源の有効活用に関心を向けて生存を図ることである。そのことで企業に近似す
ることも少なくはない。企業になり切ることもなくはない。

しかし，政府もコストを重視すべきであるとしたのが，最近まで喧伝されていた新公共経営
（New Public Management）である。その流れを受けて，この組織に期待されたものも大きい。民
間委託やエージェンシ化などで，この組織が政府の別動隊のようになったこともある。前述の疑似
政府もこれと絡み合っている。

前述の二分法や境界についての議論が成り立たなくなっている事情と重なるが，一方で企業との
近接，他方で政府の一翼を担うなどで，この組織はその中間のヌエ的な存在のようである。

なお，時系列によって以下のような考えも成り立つ。この組織はある程度の成長までは，ボラン
タリーで比較的小規模，地方自治体に近いところで，公共サービスの一部を提供しているとの制約
を自覚せざるを得ない。しかし，大きく成長すると自らの存続を重視しなければならなくなる。企
業に類似する。あるいは，限りなく企業に近くなる（Child et al., 2016）。大きく発展して企業と見
紛うこともある。大きくなれば非営利の部分をミッションとして重視しながらもコスト重視の組織
に仕立てる傾向がある。本格的な企業となって，コスト重視を正面から優先するようになることも
ある。この過程は，組織化として機会を改めて論じる。

以上の比較，さらに対比に加えて，そこでだれが利得を得ているかである。政府であれば，広く
公共に関係している人たち，受け手に限定すれば，市民という言葉を使うこともある。これに対し
て企業では，狭く限られた人たちになる。受け手は顧客である。この組織では，私的と公的の2つ
の目標への志向が想定されるが，単純な二分法ではなく重複，重なり合いながら相違しているとの
仮説（Oelberger, 2018）がある。交差しながらの四分割によって，だれが利得を得ているかも交
錯する。利得を得ている人たちが，受け手も含めて集合離散する中で，企業に近似して，やがて，
そのものになってしまうことも，逆に，政府そのものにはならないが，見紛うほどになったりもす
る。再々いえば，前述の疑似政府である。

なお，第三セクター論を採用するとすれば，政府や企業とのセクター間アライアンスについても
言及しなければならない。このことについては戦略論で詳論することになる。また，公私比較で
は，そこで働いている人のメンタリティの相違に注目している。ボランティアのそれもその中間に
位置づけられる。それについては人的資源論で論じたい。
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Ⅳ 環境適合と正当性

古典的な二分法に従えば，この組織は典型的に有機的組織である。機械的組織であれば，コスト
低減のためのヒエルラキーによればよい。しかし，この組織は，それの外にある環境，あるいは状
況の変化に柔軟に対応しなければならない。その変動に対して脆弱であるともいえる。それに合わ
せて，その仕組みを変更させなければならない。適応できないこともある。実際，未熟な，まだ組
織には至らないところで，その多くが泡のように消滅している。

逆にいえば，なぜ消滅しないのか。存続をこの社会という環境が，いわば承知するからである。
その組織がそこにあることをその環境が認めることによって存在する。認められるためには，仕組
みをこの社会に合わせて相応に変更させることが必要になる。存続できたのは，変更できたからで
ある。組織論でいえば，環境適合，または動態化である。

コストの低減だけであれば，厳格なヒエラルキーを構築して，少ない資源でより多くの成果を産
出できるような安定した仕組みを採用する。しかし，この組織は，環境が流動的，ざまざまの利害
関係者が錯綜しながら，絡み合いながら成り立っている。その状況が安定しているようではない。
であれば，柔軟な，有機的なシステムを採用しなければならない。

その有機的なシステムの基幹をなすのが，この場合，正当性（legitimacy）である。それを得る
ことで存続は可能になる（Singh et al., 1986）。それがそこにあることを環境が承認することであ
る。なお，この用語をこの組織に直截に用いられることは少ないが，合意や合理性，市民の承認な
どを重ねると，その核心部分に正当性が位置づけられることは明らかである（Moore, 2001）。

要は，この組織は，コストの低減などの経済的な成果を得るためだけにあるのではない。それも
含めて，この，変動を繰り返す社会にあって，その存在することの意義を，この社会に周知させな
ければならない。それはこの組織が正当性を得ることである。そのためには，その社会の価値，そ
れの要請に合うようにこの組織を不断に変化させる，環境適合のために有機的なシステムを備えて
おかなければならない。であれば，存続のためには，環境に対して，どのように戦略的に向き合う
かである。

逆をいえば，コストを重視するだけの，そして，第三セクターのような経済的な視点からだけで
は，この組織が，この社会にあることを説明することはできない。とはいいながら，この議論の難
点は，コストの場合のように的確な，そして多くの利害関係者が合意に至るようなことはない。関
係者の利害は錯綜し，合意の程度もその範囲も明確ではない。その範囲を区切りながら，内外の関
係者から，そこにあることの合意を調達することによって，相対的な正当性が成り立つ。

しかし，正当性にはさらに広範囲の関係者も含むようになる。無限に広がるようになれば，特定
できなくなる。環境保全や国際交流などでは，ミッションの立て方次第で関係者が無限大となる。
その関係者をどこまでとするか，その範囲でどのように合意を得るかの決定は重要である。正当性
を得るための合理的な範囲の中での正当性である。環境適合は，その組織の合理的にできる範囲の
ことである。それが狭く限定できれば，その調達は正当性を確実にできるかもしれない。

一般的に，組織の合理性とは，経済的に（生産性・効率性・経済性），社会的に（正義や公正な
ど）合理的であることである。前者がコスト，後者が正当性として対比できる。Mitchell（2018）
は，結果が重要な功利論（道具性重視）と，それに至るまでの適切さ，倫理・徳性，義務論（規範
性重視）に分かれるとしているが，この組織の場合，それぞれを，すでに述べたコスト重視と，以
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上で紹介した正当性に対応させることができる。
前者の道具性重視で，この組織がマネジリアリズム（前述の新公共経営とほぼ同義）に傾くと，

コストを真剣に考えなければならなくなる。マネジリアリズムに向かうことを自ら正当化するが，
義務論的な部分が欠落して，逆に正当性を失うことになりかねない。これらは相反的としている。

後者の重視，そして，その変化に対応しなければならないとすれば，この組織は規範的な部分を
重視することになる。Meyer et al.（2013）は，Suchman（1995）の定義に従うことで，規範や価
値，信念の社会構築的なシステムの中で，望ましい（desirable），適切な（proper），妥当な（ap-
propriate）行為であるならば，組織はその外側にある環境からの何かによって，正当性を得て存
続できる。

その何かについては，以下のような3つの基準がある。①成果（efficiency and effectiveness）
が確実にあること，②利害関係者に評価されていること，ただし，ここでは，クライエントや市場
関係者，社会的な公正・公平も含んでいる。③将来に向けて改善・改良があるか，将来の期待に応
えることができるかどうかである。①が経済的なコストのよる正当性で，それを除いて，②は環境
からの承認である。次節の制度論を援用しての議論に重なるところが大きい。③については運動論
と部分的に重なるが，組織自らが絶えず変容して，社会の変化を真正面から受け止めることで評価
される。

第三セクターにあって，コストだけではなく，その存在を有意義にさせるのは，Lu & Xu（2018）
によれば，この組織は政府が提供できなかったサービスとのギャップを埋めることができたからで
ある。②に重なる。企業との関係も同じようである。相補，あるいは補完によってである。それは
制度論とも関連しあっている。

この組織をガバナンスで論じる立場（Takahashi & Smutny, 2002）がある。この組織は，だれの
ためにだれが責任を負うのか，だれが関わることができるのかである。環境に柔軟に対応できるこ
とを内外に示すことができなければ，その組織は生き残ることができない。

補足であるが，組織が合意によって成り立つとすれば，それに対する非合意も，また新しい可能
性としてあり得る。正当性も含めて，組織は合意の調達の競り合いの中にあり，それを少しでも多
く得たいと関係者は欲する。しかし，それで決着することはない。ポリティクスを競う。その競い
合いを当然とする，あるいは，それを促す仕掛けが共在するのが組織一般である。環境は一枚岩で
はない，組織も一枚岩ではない。

この組織で，正当性を競うというのは，デモクラシーの議論と表裏一体である。たとえ多くの人
たちの顰蹙を買うような組織でも，それが持続的に活動していれば，それに正当性を付与している
人たちがいる。それに対しては対抗的な組織を立ち上げて，眉をひそめている人たちを糾合するの
である。そして正当性はこちらにあると主張するのである。この場合，正当性はいくつもあって，
それらが競い合いながら相対的に成り立っている。熟議デモクラシーを側面から支援できそうであ
る。

Ⅴ 制度

第三セクターの枠組みでは，そこにあることは説明できるが，なぜ，そこにあるのかを説明でき
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ない（Witesman, 2016）。前述の正当性を得ることは，そこにあるための必須の要件である。で
は，なぜ，どのようにして正当性を得ることができるのか。

この組織は，この社会に働きかけられ，それに応えきれなければ退出（exit）を余儀なくされ
る。厳しい環境を予期しなければならないが，経済学説では，それを想定しない（Kramer,
2000）。コスト重視のためだけには営利を得るような仕組みに改編すればよい。実際，すでに論じ
たように企業的，さらに企業そのものになってしまうことも多い。

しかし，価値の組織としては，コスト重視は次善のことである。関係者の納得を得ることが最優
先されるべきである。環境という捉えどころのない不可知なものに，この組織は取り囲まれてい
る。その環境に向けて説得し納得してもらうことである。

しかし，一部の人たちを納得させても，他の人たちが応じない。正義や公正，公平などは，それ
ぞれを評価する人たちは多様である，一つの正義に応じる人たちは，他のそれには断固拒否する。
では，その正義を評価する人たちをできるだけ多く得たい。そのためには，なぜそこにあるかを不
断に説明しなければならない。しかし，説得しても納得しない人は多い。その繰り返しである。そ
の環境を制度という概念に置き換えて，その中での位置づけを確かにすることで，この組織はそこ
にあることを当然とする，また，されるのである。生存は制度によって保証される。

1 制度という与件重視（制度派学説）
なぜそこにあるかを，個々の利害関係者を越えて，社会に対する貢献，抽象的にいえば，正当性

を説明しなければならない。この組織がここにあることを多数の人たちに納得させるのである。新
制度学派と呼称されることも多い。社会科学一般に大きな影響力を及ぼしているが，以下で，社会
学における制度重視の一派に準拠して，この組織の位置づけを試みる。

なお，この学派がよる研究事例に非企業組織が多いことが示唆的である。この学派によれば，こ
の組織も含めるが，組織一般について，そこにあること（a normalized or taken-for-granted quali-
ty, the perpetuation），そして，ではなぜ，そこにあるのかが説得的に提示され（particular inter-
pretive framework），規範的に，そして価値的に，すでに制度としてコンセンサスが得られている

（a higher degree of normative and ideological consensus）ことが重要である。
さらに，Morris（2000）によれば，これらの制度はそこにある特異な歴史的伝統によって形成さ

れる。経路依存的ともいわれる。今に至る時間的な経緯である。そこにある文脈の特異性（con-
textual specificity）を考えなければ説明できない。その経緯が，その組織を制約している。今更，
変更できないような何かである。

法制度的に枠組みが決められていれば，それに従う，専門的なことが多くあれば，その基準に従
う，他のどこかで成功事例を見つければ，それを取り入れ模倣する（同型化, isomorphism）など
によって組織を存続させようとする。この制度という環境に強い影響を受けるようであれば，それ
に抵抗するよりも従う，むしろ取り入れる。受動的に受け止めざるを得なくなるほど，戦略が成り
立たないことになる（Oliver, 1991）。逆にいえば，この組織の場合，積極的に素直に従うという戦
略を採用する。

ただし，素直というのは，生存のために，意図的に相応の工夫を施すことである。状況の変化に
合わせて，この組織も成り行きに合わせながら自らの仕組みも変えるのである（Oliver, 1992;
Greenwood & Hinnings, 1996 など）。制度も変化する，ダイナミックな変化に合わせることも，あ
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れば徐々に変化させることもある。制度という枠組みでは，安定と変化の両方を論じる枠組みが要
る。しかし，概して積極的な戦略論とは，理論的には折り合いがよくないが，消極的にはその議論
も必要ではある。あるいは意図せざるうちに環境適合的に変化することになる。

たとえば，市庁舎の地階にカフェ（談話室や相談所のようなもの）を設けた事例であるが，同じ
仕組みでも，昼と夜ではボランティアも来る人も相違しがちで，結局，やがて全く相違してしまっ
たのである（McDonald & Warburton, 2003）。

この組織も，相応に利得を求める行動（interest-seeking behavior）があり，制度による制約に
対して，同調するか抵抗するか，その選択肢によってその立場を強化するという戦略がある。回避
も妥協もある。とりあえず生き延びることを考える。戦略論として稿を改めるが，そこにあること
を重視すれば，そのための策を練ることは当然である。戦術的なことも工夫することになる。

Arvidson（2018）も同様である。環境が変化すれば，それに応じて仕組みを変化させる。どの
ように変化に関わるか，それぞれのやり方で変化させる。制度による制約を甘受するのではなく，
固有の問題解決過程として，組織を再構築することになる。変化と緊張のロジックへ対応，バリ
エーションが広くある，制約されるよりも，相応に戦略を立てながら見直しながら適応できるよう
な仕組みに変更させるのである。

有機的な組織であれば，いつの間にか意図せざる変化をしているようなこともある。目標の置換
などで，いつの間にか，全く別の組織になってしまったようなことも，長期的にはあり得る。前述
のカフェも，環境の変化に素直に従っただけである。

2 資源依存モデル
環境による影響を重視することでは資源依存説も，この組織の理解に援用できる。活動に必要な

資源は外に求めなければならない。したがって，外部からの圧力や期待によって制約されるという
ことでは同じ論点を共有している。存続のためには環境からの期待に応えなければならない。

Oliver（1991）によれば，端的な対比では，制度論では，そこに存在することに当然とされるこ
と，弱みを見せないこと（invulnerability）であり，資源依存説では服従しないこと（noncompli-
ance）である。不要なところでの依存を避けることが基本的な戦略である。

さらに肝心なところで論点が相違する。依存説は，その組織が必要な資源を依存している組織に
従うことになるが，それを戦略的に変更できれば，要は，依存を少なくすれば，相応の自立はでき
ることになる。この組織であれば，他の組織と連携したり，必要な資材を共有したり，会員を増や
したりで，一方的な依存関係を少なくすることは戦略的に可能である。評価を大きくして名声を得
ることも，結果的に依存を減らすことになる。

資源を安定的に得ることが基本になるが，小さな集団であれば，僅かでも集合をなして大きくす
ること（O’Brien & Collier, 1991），一方的な依存を避けてできる限り対等な関係で連携（alliance）
を組むこと（Oliver, 1990; Barringer & Harrison, 2000）などで依存を小さくできる。

理事会に利害関係者を取り込む（co-opting：Provan, 1980）ことも，資源依存説に従った経営戦
略である。この場合，地域の有力者をボードに招聘したりアドバイザーへの就任を要請したりする
が，逆に，寄付金や補助金に過剰に依存して自立できなくなったり，ミッションの変更を迫られた
りで，問題が生じやすい（Van Slyke, 2003; Seidel, 1991; Schmid et al. 2008 など）。すでに述べた
が，ボランティアとその組織の失敗の原因にもなる。
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資源依存説でしばしば指摘されるのは，政府，あるいは行政との関係である。行政とこの組織
は，本来相互依存関係にあるので，資源も相互依存関係にあることは当然として，どのように関係
を構築するかである（Gazley, 2008; Guo, 2007; Golensky et al., 1999）。

公的な支援は，その経営を安定させ，存続を保証することになる。地方自治体を含む政府の支援
を得れば，脆さの度合いは減少する。しかし，そこには一方的な依存が生じて，その独自性を失わ
せることもある（Froelich, 1999; Malatesta & Smith, 2014; Kim & Kim, 2015 など）。行政の別動隊
にならないとはいえない。また，依存するほど独自の主張は難しくなる，ミッションが形骸化する
かもしれない。独自性の担保のためには，補助金のカットなどに耐えるような資源獲得の多様化，
商業活動で独自の資源調達などで一方的な依存を減らすのである。この組織の営利活動化を促すこ
とになるかもしれない。

追加であるが，基金財団（fund）との関係も同じようであるが，個々の場合によって相違する。
政府との関係に比べると概して自律の可能性はまだ大きいとされる（Delfin & Tang, 2008）。ただ
し，この事例の場合，環境保護団体であるので，一般化はできないかもしれない。

この論説で重要なことは，資源の一方的な依存を避けること，そのためには，ネットワークの網
の目を広げておくことである（Paarlberg & Varda, 2009）。関係者の広がりがあるほど，戦略の可
能性は膨らむ。環境の優位が与件としてあっても，工夫によってその呪縛を少なくできなくはな
い。それが前項の制度論とは相違するところである。

なお，この組織への適用に際して，制度論と資源依存論の類似と相違については Malatesta &
Smith（2014）と Oliver（1991）に詳しい。

以上の2つの理論は，この組織への環境の影響を論じる場合，しばしば援用される。定盤といっ
てもよい。しかし，他にも環境との関係でこの組織を論じる立場がある。制度説よりもさらに環境
の優位を説くこともあれば，その逆に，環境の影響を最小限にするような仕掛けを論じることもあ
る。

3 ポピュレーション・エコロジー論（あるいは淘汰説）
コミュニティには必要とされるサービスと提供できる資源の関係には釣り合いがあって，キャパ

シティを越えて資源提供は不要とされる。資源そのものに限界がある。この組織はそこで必要とさ
れる限りでの存続である。ポピュレーション・エコロジー（population ecology）学説の，この組
織への適用である（Corbin, 1999; Gronbjerg & Paarlberg, 2001; Joassart-Marcelli & Walsh, 2003 な
ど）。淘汰説といわれることがある。

この組織がサービスを提供する場合，それが活動しているニッチ（niche: 生息域，あるいは生存
域）には，資源の限界が自ずとあり，それを奪い合うような，そして，領域が狭くなるような状況
では，調達できる資源が少なれば，存続できない，退出する組織は多くなる。

その領域とその組織のキャパシティが，存立の決定要因になる。狭いニッチに限られた数の集団
が安定的に成り立っていても，数が過剰になると，またニッチが変更されると，存続できなくなる

（Archibald, 2007）。その場合，Paarlberg & Varda（2009）は，ネットワークを広げたり，限られ
た資源を有効に活用することで，存続の機会を大きくすることもできるとしているが，資源が集め
られなくなる，そのサービスを必要とする人たちが少なくなれば，淘汰は必至である。
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4 プリンシパル・エージェント理論
プリンシパル・エージェント理論によれば，たとえば，この組織が活動の領域を拡大させたりプ

ロフェッショナルに重要な役割を与えたりすれば，資源を提供する立場，自治体やファンドなどの
関与には限界があり精査できない，むしろ組織の自由度が大きくなる。逆依存関係が生じる（Del-
fin & Tang, 2008）。経営戦略の立て方によって，独自の立場を強化できることもできる。

他方でもう一つの論点が生じる。ボランティアは当然素人，経営者もスタッフもコストについて
は素人であることが多い。現場での活動，そしてスタッフの判断などを経営的に把握できているか
どうか（Helmig et al., 2004）。会計などに専門的な訓練を受けていない人が大部分，そしてファイ
ナンスが未熟，それで制度設計ができるのか，脆弱は必至である。ボランティアの活動が場合に
よっては，ブラックボックスのようになってしまう。

これは正当性というよりもガバナンスの問題である。だれがどこでどのように経営管理に責任を
持つか。本格的に訓練を受けた経営者が不在であれば，大きく成長すれば，むしろこの組織のガバ
ナンスは，企業よりも錯綜してしまうことになる。この組織の多くが短命であるのは，この社会の
制度的な正当性を得るよりも，組織としての体を成さないことに由来することが多い。

5 グラースルーツ集団
組織として体を成さないことを当然として，制度の枠組みからの影響を少ないことを前提に考え

る場合がある。前述までの議論のほぼ逆である。最小組織（minimalist organizations：Holliday et
al., 1987）と重なる。狭いニッチに棲みつき，プリンシパルとエージェントが重なり，そのほとん
どが小さな集まりである（Harris, 1998）。グラースルーツ集団（Smith, 1994; 1997）がその中心に
位置するが，セルフ・ヘルプ集団もこれに重なる。価値だけを重視して，いわば居場所を確保する
だけでよいので，制度とのかかわりは身近に留めるインフォーマルな集団ということになる。

この組織のコア核心をなすともいえるのが，有給スタッフがいないことである。ボランティアが
運営していれば，コストに関心を向かなくて済む。しかし，この場合，制度はといえば身近の狭い
世界だけである。結成されたばかりの集団（emergent groups, Stallings & Quarantelli, 1985）の多
くはグラースルーツ的で，その後の成長を決心しなければ，このような特徴を有する。大きくなれ
ば，制度と向き合わざるを得なくなる。

この集団は，ポピュレーション・エコロジーの学説に従えば，脆いところもある。必要とされる
程度に応じて存続しているので，それが減じたり少しの考え方の行き違いで仲間割れをしたりして
続けることができなくなる。環境の影響を真正面から受ける。それだけに外からの影響を少なくす
ることに関心を集中させる。ただし，この集団はインフォーマルであるだけに，場合によっては反
社会的に向かうことも可能性としてはある。

概略的にいえば，環境との関係では，制度の制約の強さに影響されるが，それに対して以上のよ
うに戦略的に対応できる程度によって，また，正当性をどこでだれから得るのかによって，議論は
さまざまに展開される。コスト重視のような一様の議論はできない。

なお，以上の制度学説に沿うように縦断した考えがある。ネットワーク論である。この議論には
さまざまの論説があり一括できないが，要は，この組織の資源の供給は，ネットワークによって制
限される。ネットワークをどのように活用するか，またそれの構築に適切に資源を投入できるか。
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ネットワークを構築し活用することができれば，環境，そして制度の制約を少なくすることができ
る。また，この組織では，他の組織との連携（collaborations: Beyson et al., 2006）や協働（coordi-
nation: Paarlberg & Varda, 2009），パートナーシップ（partnership: Lowndes & Skelcher, 1998）な
どで，その立場を強化でき，ネットワーク上に多方向に関係を深めれば，資源依存を少なくするこ
とができる。立場も強化できる。さらに，ネットワークの中心に位置づけを得るほど，正当性を確
かにできる，存続へのコストは少なくなる。コスト重視よりもはるかに広がりが多い。しかも錯綜
しているので，議論の中心軸をどこに据えるかによって，さまざまの論説が成り立つ。

以上は，次節の運動論，さらに戦略論とも関わる。この組織の組織論は，ネットワークを主軸に
別筋の論理で再構築できるかもしれない。今後の課題である。

Ⅵ アドボカシーと社会運動

以下では，もう一つの論点，コストでもない，社会からの受け入れでもない，むしろ働きかけで
ある。Handy（1988）の古典的な3つの領域区分に従えば，キャンペーン，または政策提言的な活
動がこれである。Gronbjerg & Paarlberg（2001）にも同じような3区分があって，それの支援

（advocacy）の区分に重なり合う。行政との関係に絞れば，市民運動，市民活動，市民参加の議論
（田尾，2011）と重なる。この社会を変更，または修正するために，この組織はある。

なお，便宜的ではあるが，コスト重視を経済学的，環境重視を社会学的とすれば，以下は政治学
的，行政学的に対応させられる。

それを，さらに以下のように下位的に3つに区分する。
① アドボカシー（この場合は，他の何かのための，いわば代弁的）
② 利害の表明，価値的な立場の表明（デモやボイコットを含む）
③ 政策提案，または市民参加
以上は互いに重なり合うことが多い。重なり合いながら自らの立場を主張する組織である。運動

体でもある。ボランティアの組織がデモクラシーの価値と重なり合うことは，すでに述べた。主張
しながらも折り合うことがなければ，さらに競合すれば，ポリティカルな組織になる。というより
も，フォーマルな体裁を整えれば，ためらうことなくその世界に足を踏み入れる。

積極的に評価すれば，これらが合わさって，それらが互いに利害を主張して林立するところにデ
モクラシーが成り立つ。再度いえば，熟慮デモクラシーとされているものである。とすれば，むし
ろ積極的にポリティクスに向かうことになる。アドボカシーが日常的な活動の一部としてあるので
あれば，いつでも政治活動に転じる。

Witesman（2016）によれば，欧米的理解では，この組織のボランタリーなところは，権威に対
抗するオールターナティブとして位置づけられる。この組織の活動そのものが，本来ポリティカル
である（Fyall & Allard（2017）。デモクラシーは市民社会に支えられるが，その支持を実質化する
のがこの組織であるとされる（Boris & Mosher-Williams, 1998；Almog-Bar & Schmid, 2014）。

同じことであるが，Eikenberry & Kluver（2004）は，市民社会は参加的デモクラシーのエッセ
ンスであるとして，それを支えるためには，多様性，国家の外側で，さらにだれもが担い手という
市民社会の3つの条件が要るとしているが，その担い手の有力な部分はこの組織が担っている。

逆に，権威主義国家の中でのこの組織の位置づけもある（Li et al., 2017）。この組織が，不足す
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るデモクラシーを担うのである。フランコ独裁政治の下でのスペインもそれである（Feenstra,
2018）。権威への抵抗がこの組織には潜在する。さらにいえば，発展途上国でのこの組織は，御用
団体的なところが少なくなるほど，このニュアンスを含むことが多い。この場合，アドボカシー
は，前述の②も③も包括して政治的関与と同義となる。

ただし，この組織の多くは小規模で，しかも自立を支える資源には乏しく脆弱である（Boris et
al., 1998）。その多くは組織というよりも集団である。であれば，存続のために自らのためのアドボ
カシーもある（Mosley, 2011）。合従連衡などを繰り返して，自らの立場の強化を図る，そのこと
自体がポリティカルになる。何かのためのアドボカシーだけではない。前節でいえば，積極的に制
度の一部になり切ることもポリティカルである。

なおアドボカシーとは，広義には，集合的な利害のために影響を行使しようとすることである
が，個人的な利害についてはとりあえずは排除される（Jenkins, 1987）。したがって，影響を強く
広く及ぼすことが重要である。どのように影響を強く広く及ぼすことができるか。対比的にいえ
ば，この組織の正当性は，制度論では，その社会の価値との合致が強調されるが，この場合，その
影響力がどこまで広がるか，その範囲と相関する。運動論は，ネットワーク論と正面から絡み合う
といってもよい（Baldassarri & Diani, 2007；Wang & Soule, 2012 など）。

その影響を広げるための戦術が必要になる。Mosley（2011）によれば，ヒューマン・サービス
の領域であるが，影響力を行使するための2つの戦術方式がある。一つは政策決定の中に入り込ん
で影響を与えるようにすること（direct, insider tactics），もう一つは外から間接的に影響を与える
ようにすること（indirect tactics）である。前者は利害関係集団になって政策担当者などと密接な
ネットワークを構築する，たとえば，行政委員会の委員になること，委託を受けることなどであ
る。形式的にではあるが，正当性は，そのインサイダーになることで得られる（Suchman, 1995）。
後者は，刊行物の発刊などを通して外から影響を与えること，社会運動の集団になることである。
後者にはデモやボイコットなど外から影響行使（outsider tactics）も含まれる。この2つが合わさ
ると影響力は大きくなる。

加えて，影響を強くするためには，その動員できる員数，参加するボランティアの人数である
（Child & Gronberg, 2007; Schmid et al., 2008; Mosley, 2011 など）。他にも，活動する領域の広さや，
プロフェッショナルの幹部などへの登用（たとえば，環境保護の団体が専門家を要職に就けるこ
と），他の団体と連携の密にすること（collaboration）などで立場を強化して影響力を大きくしよ
うとする（Andrews & Edwards, 2004, Alexander, 2000: Frumkin & Andre-Clark, 2000; Schmid et
al., 2008; Foster & Meinhard, 2002 など）。

なお，この組織を運動体とすれば，資源依存説で論じたような行政への一方的な依存だけではな
く，逆に行政に影響を行使できることもある（Chaves et al., 2004; Child & Gronbjerg, 2007；
LeRoux, 2008; Mosley, 2010 など）。政策提言だけではなく，この組織に依存しなければ政策の実施
ができないなどの状況を考えることができる。例えば，国際協力や環境保全である。プロフェッ
ショナルの参加は政府を凌駕する。

もう一つ，留意点を加えると，この組織が制度の一部に収まってしまうと，その維持に関心を向
けるようになり，運動体としての，いわば輝きの部分が消えるようなことがあるかもしれない

（Mosley, 2011）。Almog-Bar & Schmid（2014）によれば，固定的な組織になると関心を失うこと
も多い。存続のためにコストを重視するようになれば，社会運動として始めても，企業化してしま
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うこともあり得る。ミッションを主張して社会的な意義を主張することを続ける。しかし，形骸化
してしまう。

以上の捉え方は，すでに社会学の枠組みで，アソシエーション一般に関する議論で多くの考え方
が提示されている。自発的に成り立つ集団は，その発達の初期段階のほとんどがこの組織と重なり
合う。その知見を取り込めば，ボランティアの組織についても相当程度に洗練された理論が構築で
きる。

なお，ネットワークの構築が重要であるとしたが，この考え方には，ここではさらに重要とな
る。影響力が重要となる，ということはボランティアなどの資源動員の最大化を図ることである。
個々の組織では限界があることも，ネットワークを通じて参集することで影響力を大きくできる。
微小なセルフ・ヘルプ集団が集まって全国組織，そして政治団体化していることもこれの延長で議
論できる。地域の小さな運動体から全国組織を有する利害（圧力）団体までの広がりは大きい。

しかし，制度の中に入り込んでしまうと，変革志向の，革新的な運動体ではなくなる。アドボカ
シーを重視しても既存の圧力団体との相違が見えなくなる。パラドクスである。

Ⅶ 残された問題

この組織は，なぜそこにあるのか。コストだけで説明しようとすれば，この組織の全体像は把握
できないことになる。政府でも企業でもない，この組織をガラクタ箱（catch-all）に入れてしまう
ことについては，第三セクターを残余とすれば止むを得ない。それだけでは，この組織が今，なぜ
そこにあるのかを説明できない。

コストが少なくて済むだけであれば，そのコスト減は，どこかでだれかが引き受けているはずで
ある。総コストがゼロになることはない。無償で活動するボランティアは，このコストをただ引き
受けるだけであれば，安手の労働力でしかない。逆に，病院の事例であるが，ボランティアそのも
のがコストになり得るとの指摘もある（Handy & Srinivasan, 2005）。

ここで議論したいのは，残余ではなく，この組織の，そしてそこで働くボランティアの積極的な
位置づけである。

本稿では，コスト，制度，社会運動という3つの論点を提供した。非営利とボランタリーが相反
的な意味内容を有することをすでに前稿で論じたが，それと同じようで，コストと制度，運動は，
組織論上に並列させた場合，互いに相反する関係にある。たとえば，第三セクター論には，そこに
あるというだけで，何のためにあるのか，何をするのか，制度や運動に必須の，この組織の主体，
あるいは主語に関わる記述がない。逆に，制度や運動はコストを無視したがる。しかし，コストを
むしろ多く見積もらないと存続できないこともある。前述の病院ボランティアの場合であるが，患
者からの絶対的な信頼を得ようとすれば，その過剰はむしろ必至である。

また，制度と運動にも重なり合わないところがある。運動の多くは制度への抵抗である。制度の
一部になってしまうと，運動体としての意気込みが失われる，制度に収斂すれば運動の部分が後退
してしまう。結果的に制度の一部に位置づけられることを狙うこともなくはない。しかし，その跡
を沸々と運動が埋めていく。その繰り返しである。

それぞれが独自の論点を主張する。しかも，以上のような相反的な関係になってしまう。しか
し，これらを交差させた議論は少ない。本稿の一貫してある狙いは，それらを交差させて，以後の
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ために有意味な仮説を引き出すことである。

前稿では，この組織には，非営利＝経済的なものとボランタリー＝社会・政治的なものによって
互いが相反することもあり得るとして，その成り立ちを考えなければならないとした。どこに，ど
のようにあるのかを明らかにすることを試みた。しかし，なぜそこにあるかについては残された課
題とした。なぜ，そこで存続ができるのかである。

しかし，存続できるかどうかよりも，したいかどうかである。このボランティアの組織について
いえば，ほとんどが存続の決定に至らない。その場限りのそこだけにある，アドホックという表現
もできなくはない。グラースルーツの集まりのほとんどは泡のように，やがて消えてしまう。それ
でよいとするのも一つの決定である。

一歩進めて，存続するという組織としての決定を確かなものにする，生き延びるという意思の前
提がなければならない。3つの論点に向き合うのは，その後のことである。しかし，そこまでに至
らないことのほうがはるかに多いとする。繰り返しいえば，泡のように消えるのが，ボランティア
の組織の本質である。

本稿以下では，少しでも存続したい決定を前提とする。そこではコストも制度も運動も交差しな
がら複雑に絡んでくる。コストの低減を図り，環境を受け入れ，それに働きかけ，二兎三兎を追い
かけまわして，明日の展望を失ってしまったのでは，企業の倒産ほどの深刻さはないかもしれない
が，被害を受ける人がいないはずはない。グラースルーツをここまでと決定しても，その決定を取
り払わなければならないときが来るかもしれない。その場合，被害，あるいは負の影響は覚悟しな
ければならないこともある。利害関係者が多くなり，しかも錯綜するのであるから当然である。

積極的に存続を図ることについては，組織化論や戦略論して稿を改めて論じたいが，戦略を企画
立案し，それを実行できるには相応の下地がなければならない。その下地とは何なのか。それは
個々の組織が，その存立の基盤をどこに求めているかである。

具体的には，企業でいえば，立地が適切か，事務所を構えることができるか，資金を調達できる
か，必要に応じて人材を集めることができるか，たとえば会計に詳しい人を雇用できるかなどであ
るが，この組織の場合，それに先行して，今なぜ，その組織がそこにあることを明示する必要があ
る。この組織が価値の，そして理念の組織であることは，繰り返し強調する必要がある。そのこと
が企業とも政府とも相違することである。

そこにあることの，いわば正当性を自ら示すこと，そして，その周囲の環境がそこにあることの
意義を認めること，必要性を認めること，いわば存立の妥当性である。これが正当性に重なって，
この組織がそこにあるとされるのである。存続を意図して，戦略を構想するのは，その次のことで
ある。まず居場所を確保する，そのことが，この組織にとって，いわばスタートラインである。

そこに立って走り出して，この組織は，前述の，たとえボランティアの失敗があったとしても，
そこに居なければならないという自信が，組織自身によって語られなければならない。しかし，そ
の存立について，自信をもって語れる組織は多くはない。その裏面には，なくてもよいではないか
という自信のなさと，その自信は，外部的なもの，広義の状況依存的な要因に由来することが多い
からである。自立できない組織である。状況依存は，企業では当然とされるが，この組織では決定
的である。外の世界があってのこの組織である。

環境に対する（仮にでもよいが）自信の程度が，この組織の存続を規定する。それのためには，
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環境の見えざる神の手というよりも，見えるが，それに応えるために，いくつもの神の手を手前で
用意しなければならない。強引なこともあれば，無視してしまうことも，少しずつ漸進的に対応す
ることもある。逆に，環境とは縁を切ってしまう方策もある（たとえば極小のセルフ・ヘルプ集
団）。さまざまのスタンスがあり得る。どのように環境と向き合うか，その方式を工夫することで
ある。

その方式のすべてに通底するのは，この社会のマクロの理論に，この組織の位置づけを試みるこ
とである。ボランティア活動というミクロの論説だけでは，この社会に何を貢献できるかについ
て，矮小化されやすい。安上り労働としての期待など，その端的なものである。それを超えて，こ
の組織がこの社会に，何を貢献できるか。大きな文脈で論じるためには，この組織が，専制や独裁
の政治に対抗するための大きな文脈，基本的にはデモクラシーをこの社会に根付かせるために大き
な働きをなしているのである。

この組織を考えるためには，日々のボランティア活動，彼らに活動の場を提供する組織，そし
て，その組織を成り立たせるこの社会という重層的な視点が欠かせない。
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